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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

 
１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第75期
第３四半期
連結累計期間

第76期
第３四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 (千円) 36,016,180 37,460,404 45,939,981

経常利益又は経常損失（△） (千円) 147,147 371,847 △19,228

四半期純利益又は当期純損失
（△）

(千円) 146,518 323,656 △35,966

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 258,880 771,732 4,587

純資産額 (千円) 4,868,846 4,866,285 4,313,483

総資産額 (千円) 30,411,198 31,169,871 26,155,187

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

(円) 1.65 3.64 △0.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.2 13.7 14.4
 

 

回次
第75期
第３四半期
連結会計期間

第76期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.17 5.09
 

 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第75期第３四半期連結累計期間及び第76期

第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため、第75期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、雇用情勢の改善や設備投資の増加が続く緩やかな回復基調のなか、個

人消費の回復には遅れが見られました。食品業界におきましては、新興国の需要拡大や円安等により原材料価格の高

騰が続き、メーカー各社は厳しい経営環境に置かれました。

このような状況のなか当社グループは、今年度からの２ヵ年を「拡大」の期間とする「第二次中期経営計画（２ヵ

年経営計画）」をスタートさせました。この経営計画のもと、売上拡大戦略による収益基盤の改善と持続的な事業発

展を目指しております。

当第３四半期連結累計期間の売上高は、豚肉の相場高や食肉加工品の価格改定、養魚用飼料の売上増加などにより

374億60百万円（前年同期比4.0％増加）となりました。損益面におきましては、固定費の削減や価格改定の効果など

により営業利益４億33百万円（前年同期比113.0％増加）、経常利益３億71百万円（前年同期比152.7％増加）、四半

期純利益３億23百万円（前年同期比120.9％増加）となりました。

 

当第３四半期連結累計期間のセグメントの業績は、次のとおりです。

 

①水産食品事業

水産食品事業におきましては、企業間の激しい価格競争が続くなか、魚肉ハム・ソーセージの売上が減少したこと

により、減収となりました。

これらにより、売上高は27億10百万円（前年同期比0.6％減少）となりました。損益面においては、固定費の削減が

あったものの、セグメント損失（営業損失）は18百万円（前年同期は70百万円の損失）となりました。
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②畜産食品事業

畜産食品事業におきましては、豚流行性下痢（ＰＥＤ）の影響などにより豚肉相場の高騰が続くなか、豚肉の相場

高や食肉加工品の価格改定により、増収となりました。

これらにより、売上高は156億62百万円（前年同期比6.8％増加）となりました。損益面においては、価格改定の効

果もありセグメント利益（営業利益）は２億30百万円（前年同期比166.9％増加）となりました。

 

③飼料事業

飼料事業におきましては、養魚用飼料の海外への積極的な販売活動や、活鰻を中心とした水産物の売上増加などに

より増収となりました。

これらにより、売上高は173億18百万円（前年同期比1.2％増加）となりました。損益面においては、養魚用飼料の

主原料である魚粉価格の高騰によりセグメント利益（営業利益）は８億１百万円（前年同期比6.8％減少）となりまし

た。

 

④その他

その他の売上高は17億69百万円（前年同期比16.2％増加）、セグメント利益（営業利益）は１億74百万円（前年同

期比25.3％増加）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

(資産)

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は311億69百万円となり、前連結会計年度末に比べ50億14百万円の増加とな

りました。

　流動資産の増加（前連結会計年度末比40億87百万円増加）は、主に現金及び預金が６億30百万円、受取手形及び売

掛金が31億46百万円増加したことなどによるものです。

　固定資産の増加（前連結会計年度末比９億27百万円増加）は、主に破産更生債権等が８億10百万円増加したことな

どによるものです。

 

(負債及び純資産)

　当第３四半期連結会計期間末の負債合計は263億３百万円となり、前連結会計年度末に比べ44億61百万円の増加とな

りました。

　流動負債の増加（前連結会計年度末比41億99百万円増加）は、主に買掛金が34億44百万円増加したことなどによる

ものです。

　固定負債の増加（前連結会計年度末比２億62百万円増加）は、主に長期借入金が１億52百万円増加したことなどに

よるものです。

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は48億66百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億52百万円の

増加となりました。これは主に退職給付債務及び勤務費用の計算方法変更に伴う影響額２億９百万円を利益剰余金よ

り減算したものの、その他有価証券評価差額金が２億59百万円、退職給付に係る調整累計額が１億37百万円増加した

ことや、四半期純利益３億23百万円を計上したことなどによるものです。この結果、自己資本比率は13.7％となりま

した。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた問題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３億80百万円です。
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第３ 【提出会社の状況】

 

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 89,100,000 89,100,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株です。

計 89,100,000 89,100,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 89,100 ― 3,415,020 ― ―

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日である平成26年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式     60,000
（相互保有株式）
普通株式     10,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 88,873,000 88,872 ―

単元未満株式 普通株式    157,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 89,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 88,872 ―
 

(注) １「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式4,000株（議決権４個）が含まれてお

ります。

２「完全議決権株式（その他）」の欄には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有してい

ない株式1,000株が含まれております。なお、当該株式については、議決権の数には含まれておりません。

３「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式333株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
林兼産業株式会社
 
(相互保有株式)
株式会社みなと

 
山口県下関市大和町
二丁目４番８号
 
山口県下関市大和町
一丁目12番６号

 
60,000

 
 

10,000

 
―

 
 

―

 
60,000

 
 

10,000

 
0.06
 
 

0.01

計 ― 70,000 ― 70,000 0.07
 

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式1,000株があります。

なお、当該株式は①［発行済株式］の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含まれております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりです。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(飼料事業部長兼畜産部長)

取締役
(飼料事業部長)

比　嘉　幹　男 平成26年10月１日
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第４ 【経理の状況】

 

 
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,916,672 2,547,427

  受取手形及び売掛金 4,179,282 ※2  7,326,093

  商品及び製品 1,771,478 2,183,284

  仕掛品 1,849,540 1,767,847

  原材料及び貯蔵品 1,532,779 1,531,039

  その他 188,273 206,540

  貸倒引当金 △44,935 △81,528

  流動資産合計 11,393,091 15,480,705

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,902,866 3,737,927

   土地 4,264,361 4,227,395

   その他（純額） 1,879,626 1,748,130

   有形固定資産合計 10,046,854 9,713,453

  無形固定資産 52,782 49,733

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,849,960 3,319,494

   破産更生債権等 2,886,055 3,696,315

   その他 296,269 283,739

   貸倒引当金 △1,369,826 △1,373,569

   投資その他の資産合計 4,662,459 5,925,979

  固定資産合計 14,762,096 15,689,166

 資産合計 26,155,187 31,169,871

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,474,365 5,918,445

  短期借入金 10,467,293 10,668,215

  未払法人税等 45,017 47,241

  賞与引当金 226,790 112,768

  その他 1,556,906 2,223,270

  流動負債合計 14,770,372 18,969,940

 固定負債   

  長期借入金 4,005,506 4,157,591

  退職給付に係る負債 2,018,913 2,100,323

  資産除去債務 5,930 5,930

  その他 1,040,981 1,069,799

  固定負債合計 7,071,331 7,333,644

 負債合計 21,841,704 26,303,585
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,415,020 3,415,020

  資本剰余金 5,989 5,989

  利益剰余金 310,807 424,559

  自己株式 △6,445 △6,545

  株主資本合計 3,725,371 3,839,024

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 327,502 587,267

  繰延ヘッジ損益 ― △985

  為替換算調整勘定 2,278 1,466

  退職給付に係る調整累計額 △298,214 △160,570

  その他の包括利益累計額合計 31,567 427,177

 少数株主持分 556,544 600,083

 純資産合計 4,313,483 4,866,285

負債純資産合計 26,155,187 31,169,871
 

 

 

 

 

EDINET提出書類

林兼産業株式会社(E00443)

四半期報告書

10/19



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 36,016,180 37,460,404

売上原価 30,893,862 32,210,765

売上総利益 5,122,318 5,249,639

販売費及び一般管理費 4,918,975 4,816,547

営業利益 203,343 433,092

営業外収益   

 受取配当金 51,306 54,690

 設備賃貸料 61,290 38,552

 その他 102,504 91,754

 営業外収益合計 215,100 184,997

営業外費用   

 支払利息 238,692 217,910

 その他 32,604 28,330

 営業外費用合計 271,296 246,241

経常利益 147,147 371,847

特別利益   

 固定資産売却益 72 53,448

 受取賠償金 87,775 ―

 特別利益合計 87,848 53,448

特別損失   

 固定資産廃棄損 4,719 2,881

 減損損失 2,982 ―

 特別損失合計 7,701 2,881

税金等調整前四半期純利益 227,294 422,415

法人税、住民税及び事業税 62,800 65,789

法人税等調整額 △3,920 1,847

法人税等合計 58,880 67,636

少数株主損益調整前四半期純利益 168,414 354,779

少数株主利益 21,896 31,122

四半期純利益 146,518 323,656
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 168,414 354,779

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 90,259 278,971

 繰延ヘッジ損益 ― △985

 退職給付に係る調整額 ― 139,766

 持分法適用会社に対する持分相当額 206 △800

 その他の包括利益合計 90,466 416,953

四半期包括利益 258,880 771,732

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 232,067 719,266

 少数株主に係る四半期包括利益 26,813 52,465
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【注記事項】

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が209,904千円増加し、利益剰余金が同額減

少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影

響は軽微です。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

赤鶏農業協同組合 123,008千円 赤鶏農業協同組合 104,540千円

小豆屋水産株式会社 100,000 小豆屋水産株式会社 100,000

計 223,008 計 204,540
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半

期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ― 132,035千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 606,545千円 567,549千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
（注)

合計

水産食品事業畜産食品事業 飼料事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 2,727,136 14,659,702 17,106,758 34,493,597 1,522,582 36,016,180

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

7,880 94,160 1,247,640 1,349,681 302,111 1,651,793

計 2,735,016 14,753,863 18,354,399 35,843,279 1,824,694 37,667,973

セグメント利益又は損失
（△）

△70,908 86,353 859,955 875,400 139,005 1,014,406
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、情報処理事業及び冷蔵

倉庫事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 875,400

「その他」の区分の利益 139,005

セグメント間取引消去 28,031

全社費用(注) △839,094

四半期連結損益計算書の営業利益 203,343
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
（注)

合計

水産食品事業畜産食品事業 飼料事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 2,710,710 15,662,243 17,318,302 35,691,256 1,769,148 37,460,404

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

23,996 127,034 1,198,788 1,349,818 360,014 1,709,832

計 2,734,706 15,789,277 18,517,091 37,041,075 2,129,162 39,170,237

セグメント利益又は損失
（△）

△18,487 230,491 801,336 1,013,340 174,139 1,187,479
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、情報処理事業及び冷蔵

倉庫事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 1,013,340

「その他」の区分の利益 174,139

セグメント間取引消去 28,117

全社費用(注) △782,504

四半期連結損益計算書の営業利益 433,092
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

４．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更した

ことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

なお、当該変更によるセグメント利益又は損失への影響は軽微です。

 

EDINET提出書類

林兼産業株式会社(E00443)

四半期報告書

16/19



 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 1円65銭  3円64銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 146,518 323,656

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 146,518 323,656

普通株式の期中平均株式数(千株) 89,038 89,036
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月10日

林兼産業株式会社

取締役会  御中

 

監査法人　大手門会計事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　植　木　暢　茂　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　武　川　博　一　　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている林兼産業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、林兼産業株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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